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合
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現
在
要
支
援
１
・
２
の
人
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利
用

し
て
い
る
介
護
予
防
給
付
の
う
ち
、
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護
予
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サ
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独
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サ
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介
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サ
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高
齢
者
を
含
め
た
幅
広
い
世
代
の
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民
、
事
業
者
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団
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等
の
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を
支
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し
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高
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し
ま
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引
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サ
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る
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や
新
た
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総
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サ
ー
ビ
ス
の

み
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利
用
す
る
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は
、
基
本
チ
ェ
ッ

ク
リ
ス
ト
で
事
業
対
象
者
に
該
当
す

れ
ば
、
要
支
援
認
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新
規
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更
新
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を
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け
ず
に
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速
に
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ー
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で
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る
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な
り
ま
す
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始まります
付で行っていた要支援１・２の人向けの
介護予防サービスも一部利用することが
できます。
住み慣れた地域で自分らしく生活するた
めにも、「総合事業」を利用して、積極的
に介護予防に取り組みましょう。

虚
総
合
事
業（
介
護
予
防
・
日
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活
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援
総
合
事
業
）に
つ
い
て

■問諮高齢福祉課（緯〈７１〉２２２３）

治

総合事業への移行

訪問看護、通所リハビリテーション、
福祉用具貸与等

訪問介護、通所介護

予防給付（要支援１・２）

介護給付（要介護１～５）

【平成２９年３月まで】

訪問看護、通所リハビリテーション、
福祉用具貸与等

予防給付（要支援１・２）

介護給付（要介護１～５）

【平成２９年４月から】

訪問型サービス、通所型サービス

総合事業（要支援１・２、事業対象者）

総合事業サービスの種類
事業内容対象種別

通所型サービス（デイサービス）訪問型サービス（ホームヘルプサービス）要支援１・２の
認定を受けた人
や、基本チェッ
クリストにより
事業対象者と判
断された人

介護予防
・生活支
援サービ
ス事業

暫介護予防通所サービス（これま
での介護予防通所介護と同様
のサービス）

暫生活支援通所サービス（市独自
の基準による通所型サービス）

暫介護予防訪問サービス（これまでの介
護予防訪問介護と同様のサービス）

暫生活支援訪問サービス（市独自の基準
による訪問型サービス）

福祉センター、町内会等で実施する教室・講座（頭もからだもスッキリ体
たい

夢、からだ☆しゃっきり体夢、体操教室、まちかど講座等）
む

６５歳以上のすべ
ての人

一般介護
予防事業

介護予防のための
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「総合事業」が
安城市では、４月から介護予防のための
「介護予防・日常生活支援総合事業（総合
事業）」を介護保険事業として始めます。
この事業は、一人ひとりの状態に合わせ
た介護予防や生活支援のサービスが利用
できます。また、これまで介護保険の給

許
手
続
き
の
流
れ

距
問
合
せ

電話番号名 称中学校区
〈９６〉３５１２地域包括支援センターさとまち東山
〈７１〉００７７地域包括支援センター中部安城北
〈９７〉８０６９地域包括支援センター八千代篠目
〈７７〉９９４８地域包括支援センター更生安城南
〈７７〉２９４５地域包括支援センター安祥・明祥
〈７３〉３５３５地域包括支援センター小川の里桜井
〈７１〉３１７３地域包括支援センターあんのん館安城西

※４月から、安祥中学校区の担当は「地域包括支援センター
松井（緯〈５５〉５３５５）」に、明祥中学校区の担当は「地域包括支
援センターひがしばた（緯〈７３〉８２１０）」に変更します。
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総合事業に移行する
と利用料はどうなり

ますか？

Q

訪問型サービスや通
所型サービスを利用

したときの本人負担は、原
則として１割（一定以上の
所得がある人は２割）です。
また、高額介護予防サービ
ス費相当事業等の利用者負
担軽減制度も、今までと同
様に実施します。

A

治

今、要支援１・２の
人は訪問介護や通所

介護は継続利用できますか？

Q

A 要支援認定者の訪問
介護・通所介護は総

合事業に移行しますが、身
体介護の必要な人は、今ま
でと同様のサービスが利用
できます。総合事業では、
新たな市独自基準のサービ
スや住民・団体等によるサ
ービスが充実することによ
り、サービスの選択の幅が
広がり、一人ひとりの状況
に応じたサービスが利用で
きるようになります。


